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平成２４年１１月１９日判決言渡 

平成２４年(行コ)第１０００６号 出願取下げを削除する手続補正書却下の処分に

対する処分取消請求，既納手数料返還請求書却下の処分に対する処分取消請求控訴

事件 

（原審 東京地方裁判所平成２３年(行ウ)第７２８号（第１事件），平成２３年(行

ウ)第７２９号（第２事件）） 

口頭弁論終結日 平成２４年１０月２９日 

            判        決 

   

   

       控 訴 人（原告）   キューリス，インコーポレーテッド 

       

  

  

       控 訴 人（原告）   ジェネンテック，インコーポレーテッド 

     

       両名訴訟代理人特許管理人弁理士  

                  滝   田   清   暉 

                  中   村   成   美 

  

       被控訴人（被告）         国 

      

       処 分 行 政 庁    特 許 庁 長 官 

       被告指定代理人    大   西       勝 

                  岡   野   信   行 

                  佐   藤   一   行 
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                  上   田   智   子 

                  河   原   研   治 

 

            主        文 

     本件控訴を棄却する。 

     控訴費用は控訴人らの負担とする。 

 

            事 実 及 び 理 由           

第１ 控訴人らの求めた判決 

 １ 原判決を取り消す。 

 ２ 特許庁長官が，特願２００７－５４００８３号について，控訴人らに対し平

成２２年１１月２９日付けでした同年７月６日付け手続補正書に係る手続を却下す

る旨の処分を取り消す。 

 ３ 特許庁長官が，特願２００７－５４００８３号について，控訴人らに対し平

成２２年８月２３日付けでした同年３月３０日付け既納手数料返還請求書に係る手

続を却下する旨の処分を取り消す。 

 

第２ 事案の概要 

 １ 控訴人らは，自らの特許出願（特願２００７－５４００８３号）について，

平成２１年９月２４日に出願取下書を提出したが，特許法１９５条１０項所定の６

月が経過した後の平成２２年３月３０日に至って審査請求手数料に係る既納手数料

返還請求書を提出した。控訴人らは，同年７月６日，出願取下書の全文を削除する

旨の手続補正書を提出した。特許庁長官は，同年８月２３日付けで，前者の既納手

数料返還請求書に係る手続を却下する処分をし，同年１１月２９日付けで，後者の

手続補正書に係る手続を却下する処分をした。本件訴訟は，これら処分の取消訴訟

であり，原判決は請求をいずれも棄却した。 
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 ２ 前提となる事実及び争点は，原判決「事実及び理由」中の「第２ 事案の概

要」２，３に記載のとおりである。 

 ３ 争点に関する当事者の主張は，次のとおり付加するほかは，原判決「事実及

び理由」中の「第３ 争点に関する当事者の主張」に記載のとおりである。 

  (1) 原判決１１頁７行目の「また，」の次に，「審査請求料の支払によって生

じた出願人の受益者としての地位と，特許庁に発生した審査義務は，一体不可分の

関係にあるから，」を加える。 

  (2) 原判決１１頁８行目の「なった場合は，」の次に，「収支相償の原則に基

づいて支払われた」を加える。 

 

第３ 当裁判所の判断 

 １ 当裁判所も，控訴人らの請求は理由がないものと判断する。 

 その理由は，次のとおり補正するほかは，原判決「事実及び理由」中の「第４ 当

裁判所の判断」１，２（１１頁２５行目～１６頁４行目）記載のとおりである。 

  (1) 原判決１２頁１６行目から１３頁１５行目の「ら，」までを「しかし，」

に改める。 

  (2) 原判決１６頁１行目の次に，行を改め，以下のとおり加える。 

 「控訴人らは，特許法１９５条９項に基づいて出願取下書を提出した控訴人らに

は，収支相償の原則に則って予納した審査請求料に対する返還請求権が発生すると

ころ，同条１０項は返金のための手続規定で，権利を消滅させる規定ではないから，

未だ返還請求権は消滅していないと主張する。しかし，収支相償の原則は，特許特

別会計全体に係る原則であって，個別の手数料の金額や返還額，あるいは返還請求

の可否が，当該原則から直ちに導かれるものではない。また，特許法１９５条１０

項所定の期間の経過により同条９項の規定による返還を請求することができなくな

った手数料が，過誤納の手数料に転じるものではない。控訴人らの主張は，本件返

還請求書却下処分の適法性を左右するものではなく，採用できない。」 
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 ２ よって，本件控訴を棄却することとして，主文のとおり判決する。 

 

    知的財産高等裁判所第２部 

 

 

 

        裁判長裁判官                      

                   塩   月   秀   平 

 

 

 

           裁判官                      

                   池   下       朗 

 

 

 

           裁判官                      

                   古   谷   健 二 郎 


